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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第42期

前第３四半期
連結累計期間

第43期
当第３四半期
連結累計期間

第42期
前第３四半期
連結会計期間

第43期
当第３四半期
連結会計期間

第42期

会計期間

自  平成20年
     ７月１日
至  平成21年
     ３月31日

自  平成21年
      ７月１日
至  平成22年
      ３月31日

自  平成21年
      １月１日
至  平成21年
      ３月31日

自  平成22年
      １月１日
至  平成22年
      ３月31日

自  平成20年
      ７月１日
至  平成21年
      ６月30日

売上高 (千円) 5,359,8185,039,3201,703,4171,908,0236,637,567

経常利益 (千円) 634,059 426,372 222,171 211,226 532,008

四半期(当期)純利益 (千円) 370,008 246,989 132,190 126,481 313,310

純資産額 (千円) ― ― 4,031,3874,195,3713,974,831

総資産額 (千円) ― ― 5,185,1425,488,8824,987,370

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,394.361,450.451,374.65

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 128.41 85.88 45.96 43.98 108.79

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 77.3 76.0 79.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 292,740 97,543 ― ― 515,013

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △75,303 △12,517 ― ― △84,775

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 11,000 △51,708 ― ― △29,034

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,525,0401,731,1241,697,806

従業員数 (名) ― ― 285 307 277

(注)1　売上高には、消費税等は含まれておりません。
　　2　潜在株式調整後1株あたり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
　　3　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社）において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

　

　

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年３月31日現在

従業員数(名)
                  307
　　　　　　　　 　(34)

(注) １　当社グループは、切断・穿孔工事業を中心としております。
 　　２　従業員は、就業人員であり、臨時雇用者は( )内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載

しております。
　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年３月31日現在

従業員数(名)
266

　　　　　　　 　(34）

(注) １　従業員は、就業人員であり、臨時雇用者は( )内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載
しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループの事業は建設業の一部であり、建設業では生産実績を定義することが困難であるため、

「生産の状況」は記載しておりません。

　

(2) 受注実績

　

　

前第3四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日　
 　至　平成21年３月31日)

当第3四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日　
 　至　平成22年３月31日)　

区分 受注高(千円) 受注残高(千円) 受注高(千円) 受注残高(千円)

ダイヤモンド工法事業 1,477,216 － 1,663,609 －

ウォータージェット工法事業 226,201 － 244,413 －

合計 1,703,417 － 1,908,023 －

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 ２　当社グループでは、受注日が工事日の1～2日前に確定することが多く、工期が数時間と短く金額が

僅少な工事が多いため、日々の工事施工終了時に売上を計上しております。従って、売上金額と受注

実績は同額として記載しております。

 ３　ビルメンテナンス事業の受注実績については、少額であるため、ウォータージェット工法事業に含

めて記載しております。　　　
　
　

(3) 売上実績

　
前第3四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日　
 　至　平成21年３月31日)　

当第3四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日　
 　至　平成22年３月31日)

区分 売上高(千円) 売上高(千円)

ダイヤモンド工法事業 1,477,216 1,663,609

ウォータージェット工法事業 226,201 244,413

合計 1,703,417 1,908,023

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 ２　当社グループの事業は請負形態を取っており、販売実績という定義は実態にそぐわないため、売上

実績を記載しております。

 ３　ビルメンテナンス事業の売上実績については、少額であるため、ウォータージェット工法事業に含

めて記載しております。　　　

 ４  当社グループの事業は公共事業関連工事が多いため、売上高は第１四半期（7月～9月）・第４四

半期（4月～6月）が減少し、第２四半期（10月～12月）・第３四半期（1月～3月）に集中いたしま

す。
　
　
　
　

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事象の状況、経理の状況等に関する事項
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のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）　経営成績に関する分析
当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、中国をはじめとしたアジア諸国への輸出の増大など
によって、一部においては景気回復の動きが鮮明になっているものの、国内設備投資の減少や雇用情勢の悪
化、及び個人消費の低迷は依然として続いており、全体としては厳しい状況で推移しました。
　当第３四半期連結会計期間における当社グループを取り巻く経営環境についても、公共投資が低水準で推
移していることから、第２四半期から引き続き厳しいものとなりました。　
　その結果、当第３四半期連結会計期間における連結売上高は1,908百万円（前年同四半期比12.0％増）と
なったものの、営業利益は200百万円(同4.6％減）、第３四半期純利益は126百万円(同4.3％減）となりまし
た。また、第１四半期連結会計期間より当社グループはビルメンテナンス事業を開始いたしましたが、当該
事業の売上高は、事業開始後間もないため、４百万円にとどまっております。
　なお、当社グループの事業は公共事業関連工事が多いため、売上高は第１四半期（7月～9月）・第４四半
期（4月～6月）が減少し、第２四半期（10月～12月）・第３四半期（1月～3月）に集中いたします。利益に
つきましても同様に推移いたします。今後、このような業績の変動を平準化していく方針でありますが、当
面、業績は第２四半期、第３四半期に偏る傾向にあります。　　
 
工法種類別の業績は、以下の通りであります。
 
　(ダイヤモンド工法事業）
　ダイヤモンド工法事業につきましては、免震分野への営業強化とともに、空港の灯火工事、橋梁の補修・耐
震工事、高速道路の補修・耐震工事等を行いました。その結果、当第３四半期連結会計期間における売上高
は、1,663百万円(前年同期比12.6％増）となりました。
 

　(ウォータージェット工法事業）
　ウォータージェット工法事業につきましても、第２四半期連結会計期間から引き続きアスベストの除去
等、環境対策関係分野への市場拡大を図るとともに、化学工場・石油プラントの定期補修工事、高架橋の補
修工事等を行いました。その結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は244百万円(前年同期比
8.1％増）となりました。
　
（2）　財政状態に関する分析
当第３四半期連結会計期間末における当社グループの総資産は5,488百万円(第２四半期連結会計期間末
比3.6％増）、負債が1,293百万円(同5.2％増）、純資産は4,195百万円(同3.1％増）となり、自己資本比率は
76.0％となりました。
　資産の主なものは、現預金1,836百万円(同5.3％増）、受取手形・完成工事未収入金1,701百万円(同7.6％
増）、土地1,036百万円(同変化無し）であります。負債の主なものは、工事未払金332百万円(同10.8％増）、
退職給付引当金305百万円(同2.0％増）であり、純資産では利益剰余金3,342百万円(同3.9％増）でありま
す。
　
　

（3）　キャッシュ・フローの状況に関する分析
当第３四半期連結会計期間末における当社グループの現金及び現金同等物(以下「資金」という）は、営
業活動で81百万円の増加、投資活動で11百万円の増加、財務活動で2百万円の減少となった結果、1,731百万
円(前年同四半期比13.5％増）となりました。主な要因は次のとおりです。
 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）
　当第３四半期連結会計期間における営業活動の資金の増加は81百万円（前年同期は288百万円のキャッ
シュ・イン）となりました。主な要因としては税金等調整前四半期純利益が219百万円、法人税の支払が111
百万円あったことなどによります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）
　当第３四半期連結会計期間における投資活動の資金の増加は11百万円(前年同期は10百万円のキャッシュ
・アウト）となりました。主な要因としては保険積立金の払戻しによる収入が25百万円、機械装置、車両運
搬具等固定資産の取得による支出が12百万円あったことなどによります。
　
(財務活動によるキャッシュ・フロー）
　当第３四半期連結会計期間における財務活動の資金の減少は　2百万円(前年同期は20百万円のキャッシュ
・イン）となりました。要因としては、長期借入金の返済による支出が2百万円あったことによります。
 
　
　

（4）　事業上及び財務上の対処すべき課題
当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
　
　

（5）　研究開発活動
当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は2百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、
除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。
また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年５月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,000,000 3,000,000
大阪証券取引所
　（JASDAQ市場)

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

単元株式数　　　　100株

計 3,000,000 3,000,000― ―

(注)　第３四半期会計期間末現在の上場金融商品取引所は、ジャスダック証券取引所であります。なお、ジャスダック証

券取引所は、平成22年４月１日付で大阪証券取引所と合併しておりますので、同日以降の上場金融商品取引所

は、大阪証券取引所であります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。
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(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年１月１日～
平成22年３月31日

― 3,000,000 ― 470,300 ― 465,100

　

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成21年12月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ―  ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式
　(自己保有株式）

100,000
― 単元株式数　　100株

完全議決権株式(その他)
普通株式

2,899,500
28,995 同上

単元未満株式
普通株式

500
― 同上

発行済株式総数 3,000,000― ―

総株主の議決権 ― 28,995 ―

(注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式70株が含まれております。

　

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）
第一カッター興業
株式会社

神奈川県茅ケ崎市萩園833
番地

100,000― 100,000 3.33

計 ― 100,000― 100,000 3.33

　

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　7月 　8月 　9月 　10月 　11月 　12月

平成22年
　1月 　2月 3月

最高(円) 720 750 699 700 670 655 660 665 610

最低(円) 672 688 647 650 570 580 620 580 550

(注)  株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。なお、ジャスダック証券取引所は平成22年４月１日付

で大阪証券取引所と合併しております。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19
年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」
(昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。
　なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年１月１日から平成21年３月31日)及び前第３四半期連結累計期
間(平成20年７月１日から平成21年３月31日）までは改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四
半期連結会計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年７
月１日から平成22年３月31日)は改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。
 

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年１月１
日から平成21年３月31日）及び前第３四半期連結累計期間(平成20年７月1日から平成21年３月31日まで)
に係る四半期連結財務諸表については新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受け、当第３四半
期連結会計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間(平成21年
７月１日から平成22年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表については、アーク監査法人による四半期
レビューを受けております。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第42期連結会計年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

　第43期第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間　　　　アーク監査法人
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,836,116 1,798,447

受取手形・完成工事未収入金 ※1
 1,701,108

※1
 1,251,157

材料貯蔵品 54,735 67,270

繰延税金資産 24,417 24,417

その他 65,845 57,543

貸倒引当金 △6,173 △8,646

流動資産合計 3,676,049 3,190,190

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 299,817 294,731

減価償却累計額 △176,816 △166,914

建物・構築物（純額） 123,001 127,817

機械装置及び運搬具 1,586,448 1,498,486

減価償却累計額 △1,378,375 △1,261,167

機械装置及び運搬具（純額） 208,072 237,318

工具器具・備品 70,290 62,051

減価償却累計額 △57,539 △49,987

工具器具・備品（純額） 12,751 12,063

土地 1,036,329 995,957

有形固定資産合計 1,380,155 1,373,157

無形固定資産 17,915 6,146

投資その他の資産

投資有価証券 114,625 109,825

繰延税金資産 161,995 161,995

その他 168,461 182,776

貸倒引当金 △30,320 △36,721

投資その他の資産合計 414,762 417,876

固定資産合計 1,812,832 1,797,180

資産合計 5,488,882 4,987,370
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年６月30日)

負債の部

流動負債

工事未払金 332,069 194,625

短期借入金 30,000 50,000

未払法人税等 83,858 84,070

賞与引当金 109,606 27,010

その他 254,393 287,366

流動負債合計 809,927 643,071

固定負債

長期借入金 94,576 －

退職給付引当金 305,963 292,258

役員退職慰労引当金 80,762 71,044

負ののれん 2,280 2,964

その他 － 3,200

固定負債合計 483,583 369,467

負債合計 1,293,510 1,012,539

純資産の部

株主資本

資本金 470,300 470,300

資本剰余金 465,100 465,100

利益剰余金 3,342,437 3,124,447

自己株式 △106,438 △106,438

株主資本合計 4,171,398 3,953,408

少数株主持分 23,972 21,422

純資産合計 4,195,371 3,974,831

負債純資産合計 5,488,882 4,987,370
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成21年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成22年３月31日)

完成工事高 5,359,818 5,039,320

完成工事原価 3,626,640 3,501,775

完成工事総利益 1,733,178 1,537,545

販売費及び一般管理費 ※1
 1,131,411

※1
 1,141,426

営業利益 601,766 396,118

営業外収益

受取利息 561 261

受取保険金 4,950 6,281

受取家賃 10,361 5,342

負ののれん償却額 684 684

持分法による投資利益 8,601 8,399

雑収入 8,469 10,510

営業外収益合計 33,628 31,478

営業外費用

支払利息 1,186 1,007

売上債権売却損 148 217

営業外費用合計 1,335 1,224

経常利益 634,059 426,372

特別利益

固定資産売却益 1,204 2,154

過年度償却債権取立益 140 352

特別受取保険金 － 540

保険解約返戻金 2,106 9,815

特別利益合計 3,451 12,862

特別損失

固定資産売却損 397 370

固定資産除却損 3,176 1,279

災害による損失 2,341 －

特別損失合計 5,915 1,650

税金等調整前四半期純利益 631,595 437,584

法人税等 259,176 188,045

少数株主利益 2,411 2,550

四半期純利益 370,008 246,989
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年３月31日)

完成工事高 1,703,417 1,908,023

完成工事原価 1,140,108 1,325,114

完成工事総利益 563,309 582,908

販売費及び一般管理費 ※1
 353,114

※1
 382,356

営業利益 210,195 200,552

営業外収益

受取利息 166 62

受取保険金 1,383 3,407

受取家賃 1,523 421

負ののれん償却額 228 228

持分法による投資利益 6,223 4,266

雑収入 2,933 2,930

営業外収益合計 12,458 11,315

営業外費用

支払利息 482 546

売上債権売却損 － 95

営業外費用合計 482 641

経常利益 222,171 211,226

特別利益

過年度償却債権取立益 7 80

保険解約返戻金 1,401 9,815

貸倒引当金戻入額 418 －

特別利益合計 1,827 9,895

特別損失

固定資産売却損 － 323

固定資産除却損 303 1,255

特別損失合計 303 1,579

税金等調整前四半期純利益 223,694 219,542

法人税等 89,614 92,185

少数株主利益 1,890 875

四半期純利益 132,190 126,481
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成21年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 631,595 437,584

減価償却費 114,340 88,016

長期前払費用償却額 － 160

のれん償却額 － 104

負ののれん償却額 △684 △684

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9,020 △9,753

受取利息 △561 △261

支払利息 1,186 1,007

持分法による投資損益（△は益） △8,601 △8,399

固定資産除却損 3,176 1,279

固定資産売却損益（△は益） △806 △1,784

受取保険金 △4,950 △6,281

特別受取保険金 － △540

保険解約返戻金 △2,106 △9,815

災害損失 2,341 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,256 9,617

退職給付引当金の増減額（△は減少） △5,652 13,704

賞与引当金の増減額（△は減少） 80,640 80,930

未払費用の増減額（△は減少） 1,180 12,726

未払金の増減額（△は減少） △27,844 △34,212

長期未払金の増減額（△は減少） △4,790 －

未払消費税等の増減額（△は減少） 12,496 △3,285

売上債権の増減額（△は増加） △91,679 △407,026

たな卸資産の増減額（△は増加） 4,849 12,665

仕入債務の増減額（△は減少） △64,904 120,589

その他 △8,955 △32,714

小計 644,546 263,628

利息及び配当金の受取額 3,561 3,861

利息の支払額 △1,186 △1,002

保険金の受取額 4,950 6,281

特別保険金の受取額 － 540

保険解約返戻金の受取額 2,106 9,815

災害損失の支払額 △2,341 －

法人税等の支払額 △358,895 △185,579

営業活動によるキャッシュ・フロー 292,740 97,543
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(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成21年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成22年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期積金の預入による支出 － △1,350

有形固定資産の取得による支出 △65,509 △46,189

有形固定資産の売却による収入 1,784 17,291

無形固定資産の取得による支出 △1,959 △10,442

出資金の払込による支出 △23 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 42,679

貸付けによる支出 △5,050 △31,900

貸付金の回収による収入 3,860 1,280

保険積立金の積立による支出 △14,704 △15,344

保険積立金の払戻による収入 4,395 26,789

長期預り金の返還による支出 － △3,200

その他 1,901 7,867

投資活動によるキャッシュ・フロー △75,303 △12,517

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 40,000 △20,000

長期借入金の返済による支出 － △2,708

配当金の支払額 △28,999 △28,999

財務活動によるキャッシュ・フロー 11,000 △51,708

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 228,437 33,318

現金及び現金同等物の期首残高 1,296,603 1,697,806

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,525,040

※1
 1,731,124
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成21年７月１日  至  平成22年３月31日)

１  連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更

第２四半期連結会計期間より、株式取得により株式会社光明工事

を連結の範囲に含めております。

 

　 (2)変更後の連結子会社の数　
　 ２社

　 　
　

　

　

　

　

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日 
　至　平成22年３月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が

前連結会計年度末に算定したものと著しい変化が

ないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実

績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下

が明らかなものについてのみ正味売却価格を見積

もり、簿価切下げを行う方法によっています。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計

年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定す

る方法によっております。

４　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前

連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異

等の発生状況に著しい変化がないと認められる場

合に、前連結会計年度において使用した将来の業績

予測やタックス・プランニングを利用する方法に

よっています。
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日 
　至　平成22年３月31日)

　税金費用の計算

　税金費用の計算について、当連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じて計算する方法を採用してお

ります。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示し

てあります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末
(平成21年6月30日)

※1　裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 284,281千円

※1　裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 195,205千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日 
  至  平成21年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日 
  至  平成22年３月31日)

※1　販売費及び一般管理費の主なもの
給与手当 514,352千円

賞与引当金繰入額 45,000千円

役員退職慰労引当金繰入額 7,493千円

貸倒引当金繰入額 16,912千円

退職給付引当金繰入額 25,962千円

※1　販売費及び一般管理費の主なもの
給与手当 502,365千円

賞与引当金繰入額 54,600千円

役員退職慰労引当金繰入額 9,617千円

貸倒引当金繰入額 29,253千円

退職給付費用 26,233千円
 　2　売上高の季節変動

　当社グループの売上高は、公共事業関連工事が多

いため、第１四半期(7～9月）、第４四半期(4～6

月）が減少し、第２四半期(10～12月)、第３四半期

(1～3月）に集中いたします。

　2　売上高の季節変動

 

　　　　　　　　　同左

　

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年１月１日 
  至  平成21年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年１月１日 
  至  平成22年３月31日)

※1　販売費及び一般管理費の主なもの
給与手当 145,177千円

賞与引当金繰入額 33,750千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,212千円

貸倒引当金繰入額 12,631千円

退職給付引当金繰入額 8,327千円

※1　販売費及び一般管理費の主なもの
給与手当 150,355千円

賞与引当金繰入額 40,950千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,162千円

貸倒引当金繰入額 4,432千円

退職給付費用 8,607千円
 　2　売上高の季節変動

　当社グループの売上高は、公共事業関連工事が多

いため、第１四半期(7～9月）、第４四半期(4～6

月）が減少し、第２四半期(10～12月)、第３四半期

(1～3月）に集中いたします。

　2　売上高の季節変動

 

　　　　　　　　　同左
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成21年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成22年３月31日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,625,361千円

計 1,625,361千円

預入期間が３か月超の定期預金 △100,320千円 

現金及び現金同等物 1,525,040千円

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,836,116千円

計 1,836,116千円

預入期間が３か月超の定期預金 △104,992千円 

現金及び現金同等物 1,731,124千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年３月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年７月　１日

 至  平成22年３月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 3,000,000

　

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 124,070

(注)上記には、持分法適用関連会社が保有している当社株式の当社帰属分24,000株を含んでおります。

　

３  新株予約権等に関する事項

 　　　 該当事項はありません。　　

　

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年9月25日
定時株主総会

普通株式 28,999 10平成21年６月30日 平成21年９月28日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　

　　　　該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)及び前第３四半期連結累計
期間(自　 平成20年７月１日　至　平成21年３月31日）
当社グループは、切断・穿孔工事業を営む単一セグメントにつき、記載を省略しております。

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)及び当第３四半期連結累計
期間(自　平成21年７月１日　至　平成22年３月31日）
当社グループは、切断・穿孔工事業を主な事業としており、全セグメントの売上高および営業利益
(又は損失）の合計額にしめる切断・穿孔工事業の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類
別セグメント情報を省略しております。

　

　【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)及び前第３四半期連
　結累計期間(自　 平成20年７月１日　至　平成21年３月31日）
本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はありませんので、記載を省略しており
ます。

　

　当第３四半期連結会計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)及び当第３四半期連
　結累計期間(自　平成21年７月１日　至　平成22年３月31日）
本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はありませんので、記載を省略しており
ます。

　

　【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)及び前第３四半期連
　結累計期間(自　 平成20年７月１日　至　平成21年３月31日）
海外売上高がないため、記載を省略しております。

　

　当第３四半期連結会計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)及び当第３四半期連
　結累計期間(自　平成21年７月１日　至　平成22年３月31日）
海外売上高がないため、記載を省略しております。
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(有価証券関係)

該当事項はありません。

　

　

　

　

　

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。

　

　

　

　

　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

　

　

　

　

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末
(平成21年６月30日)

　 　

　 1,450.45円
　

　 　

　 1,374.65円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期
連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末
(平成21年６月30日)

純資産の部の合計額(千円) 4,195,371 3,974,831

普通株式に係る純資産額(千円) 4,171,398 3,953,408

差額の主な内訳(千円) 　 　

  少数株主持分 23,972 21,422

普通株式の発行済株式数(千株) 3,000 3,000

普通株式の自己株式数(千株) 124 124

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株) 2,875 2,875

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成21年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日 
  至　平成22年３月31日)

１株当たり四半期純利益 128.41円

　 　
　潜在株式調整後1株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。
　

１株当たり四半期純利益 85.88円

　 　
　潜在株式調整後1株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。
　

　
(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成21年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日 
  至　平成22年３月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 370,008 246,989

普通株式に係る四半期純利益(千円) 370,008 246,989

普通株式の期中平均株式数(千株) 2,881 2,875
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第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年１月１日 
  至　平成22年３月31日)

１株当たり四半期純利益 45.96円

　 　
　潜在株式調整後1株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。
　

１株当たり四半期純利益 43.98円

　 　
　潜在株式調整後1株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。
　

　
(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年１月１日 
  至　平成22年３月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 132,190 126,481

普通株式に係る四半期純利益(千円) 132,190 126,481

普通株式の期中平均株式数(千株) 2,875 2,875
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

　

　

　

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年５月15日

第一カッター興業株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　鈴木　義則　　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　池内　基明　　

　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一

カッター興業株式会社の平成20年７月１日から平成21年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計

期間(平成21年１月１日から平成21年３月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年７月１日から平

成21年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、第一カッター興業株式会社及び連結子会社の

平成21年３月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計

期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年５月13日

第一カッター興業株式会社

取締役会  御中

　

  アーク監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    赤荻　隆    　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    新井  盛司    印

　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一

カッター興業株式会社の平成21年７月１日から平成22年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計

期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21　年７月１日から平

成22年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、第一カッター興業株式会社及び連結子会社の

平成22年３月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計

期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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